
 

川越市工事設計委託検査要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が施行する建設工事に係る設計、調査、測量及び監理

の委託業務（以下「委託業務」という。）の検査に関し、法令その他別に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

 （１）業務主管課 委託業務の施行を担当する課をいう。 

（２）完成検査 委託業務の完了を確認するために行う検査をいう。 

（３）部分完成検査 部分払い及び契約の解除等の場合に、既済部分を確認 

  するために行う検査をいう。 

（４）中間検査 委託業務の履行中において、適正な契約の履行を確認する 

  ために行う検査をいう。 

 

（検査の実施） 

第３条 委託業務の検査は、次の表の上欄に掲げる委託業務の区分に応じ、同表

の中欄に掲げる委託業務の検査を下欄に掲げる課が実施するものとする。 

契約金額が１００万円以上の

委託業務 

契約金額が１００万円未満の

委託業務 

完成検査、部分完成検査及び中

間検査 

完成検査及び部分完成検査 

総務部技術管理課（以下「技術

管理課」という。） 

業務主管課 

２ 前項の区分により委託業務の検査を実施することが適切でないと認めると

きは、その委託業務を指定して別に検査を実施させることができる。 

３ 技術管理課長（技術管理課の長をいう。以下同じ。）は、業務内容に応じて

特に必要と認めるときは、中間検査を実施することができる。 

 

（委託検査員） 

第４条 この要綱において委託検査員とは、川越市契約規則（昭和４９年規則第

２１号）第３９条第１項の規定に基づき、委託業務の検査を市長から命ぜられ

た職員をいう。 

２ 各委託業務の検査にあたる委託検査員は、技術管理課が実施する検査にあ

っては技術管理課長が指名する者とし、業務主管課が実施する検査にあって



 

は業務主管課長（業務主管課の長をいう。以下同じ。）又は業務主管課長が指

名する者とする。 

 

（委託概要の通知） 

第５条 業務主管課長は、契約金額が１００万円以上である委託業務契約を締

結したときは、速やかに、委託業務概要通知書（様式第１号）に契約書及び設

計図書の写しを添付して、技術管理課長に通知するものとする。 

 

（検査の手続き） 

第６条 業務主管課長は、委託業務の検査（中間検査を除く。第９条第１項、第

１１条及び第１２条において同じ。）を受けようとするときは、委託業務内容

を確認した後、委託業務検査依頼書兼実施通知書（様式第２号）を技術管理課

長に提出しなければならない。 

２ 技術管理課長は、前項の規定による委託業務検査依頼書兼実施通知書の提

出を受けたときは、速やかに、委託業務の検査の日時を定め、委託業務検査依

頼書兼実施通知書により業務主管課長に通知するものとする。 

３ 技術管理課長は、委託業務の検査について特に必要があると認めるときは、

業務主管課長に対し、関係書類を提出させ、又は意見を求めることができる。 

 

（検査の方法） 

第７条 検査は、原則として納入場所において、契約図書及び関係書類に基づき、

適正かつ厳正に実施しなければならない。 

２ 委託検査員は、現地確認が必要と認めるときは、現地検査を行うことができ

るものとする。 

 

（検査の立会い） 

第８条 総括監督員（川越市工事設計委託監督要綱第６条第１項に規定する総

括監督員をいう。以下同じ。）及び担当監督員（川越市工事設計委託監督要綱

第２条に規定する監督員をいう。以下同じ。）、並びに管理技術者は委託業務の

検査に立ち会わなければならない。 

 

（検査の結果報告等） 

第９条 技術管理課長（業務主管課長が委託業務の検査を実施した場合にあっ

ては、業務主管課長）は、委託業務の検査を実施したときは、その結果を委託

業務検査結果報告書（様式第３号）により市長に報告しなければならない。 

２ 技術管理課長は、委託業務の検査を実施したときは、その結果を委託業務検

査結果通知書（様式第４号）により業務主管課長に通知するものとする。  



 

（中間検査の結果報告） 

第１０条 委託検査員は、中間検査を実施したときは、その結果を中間検査結果

報告書（様式第５号）により技術管理課長に報告しなければならない。 

 

（契約条項に違反するものを認めた場合の措置） 

第１１条 技術管理課長は、技術管理課が実施する委託業務の検査の結果、契約

条項に違反するものがあると認めたときは、指摘事項通知書（様式第６号）に

より、直ちに受注者に対し修補を請求すべきことを業務主管課長に指示する

ものとする。 

２ 業務主管課長は、前項の規定による指示を受けたときは、直ちに受注者に対 

し修補を請求しなければならない。 

３ 業務主管課長は、前項の規定により請求した修補の完了を確認したときは、

指摘事項修補完了確認報告書（様式第７号）により技術管理課長に報告しなけ

ればならない。 

４ 技術管理課長は、前項の規定による報告を受けたときは、当該修補が完了し

た部分について、委託検査員に確認をさせなければならない。 

５ 業務主管課長は、業務主管課が実施する委託業務の検査の結果、契約条項に

違反するものがあると認めたときは、直ちに受注者に対し修補を請求しなけ

ればならない。 

６ 業務主管課長は、前項の修補が完了した部分について、委託検査員に確認さ

せなければならない。 

 

（検査調書の作成） 

第１２条 技術管理課長は、技術管理課が実施した委託業務の検査の結果につ

いて、当該委託業務を適正と認め検査を完了したときは、委託業務検査調書

（様式第８号）を作成し、業務主管課長に送付するものとする。 

２ 業務主管課長は、業務主管課が実施した委託業務の検査の結果について、当

該委託業務を適正と認め検査を完了したときは、委託業務検査調書を作成し

なければならない。 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、委託業務の検査に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

   附 則 

 １ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 ２ 第３条に定める技術管理課が行う検査は、当面の間、契約金額５００万円



 

以上の土木又は建築設計に係る委託業務のうち、市長が別に定めるものを

対象とする。 

３ 第５条に定める委託概要の通知は、当面の間、契約金額５００万円以上の

土木又は建築設計に係る委託業務に限るものとする。 

 


